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2009年1月から12月における中国の自動車の販売台数が1,364万台となり、1,043万
台であった米国の販売台数を抜き去りました（出所：中国汽車工業会、米オートデータ）。リーマン
ショックがきっかけで引き起こされた世界的な大不況の中で、米国の自動車販売台数が
落ち込んだ影響も大きいのですが、中国が自動車大国米国を上回る市場となったこと
は、世界の消費市場の中で中国を中心としたアジア新興国の存在が非常に大きくなっ
たことを再確認する象徴的な出来事の一つだったように思われます。

『 まいこばなし 』
※スパークスのボトムアップ・リサーチを通じて、

MY小話として舞妓さんが日本株の情報をお伝えします。

スパークスの日本株の情報発信レポート

第50号（2010年11月30日）

「アジアの中間所得層が変える世界の消費」
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出所：中国汽車工業協会、米オートデータ
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また販売台数ベースではまだ中国には及ばないものの、インドの2009年度（2009年4
月～2010年3月）の自動車販売台数は前年度比28％増の248万台と急拡大中であり、
今年度に入っても前年比３割以上のペースで販売台数が増えています（出所：インド自動車工

業会） 。このように、リーマンショック後の先進国の需要が停滞する中、新興国の需要は
大きく伸び続けています。今後も、このようなペースで新興国の消費市場は拡大していく
のでしょうか？
中国やインドの、いわゆる中間所得層が急速に拡大していること、これらの地域の高

い経済成長率は今後もしばらく続く可能性が高いことを考えると、我々は、新興国にお
ける消費市場のハイペースな拡大は今後も継続していくと考えています。
下図は一人当たりGDPで分類した所得階層別の人口とGDPの合計額を2000年と

2009年で比較したものですが、この間に、一人当たりGDP3,000ドル以上1万ドル未満
の所得の人口が6億人から24億人と4倍に急増し、GDPの合計額も2.9兆ドルから12.3
兆ドルと4.2倍に膨れ上がっていることがわかります。ＩＭＦの統計によると中国の一人当
たりＧＤＰが3,000ドルを超えたのが2008年なので、約13億人の人口を抱える中国の経
済発展が、この間の中間所得層の急拡大に大きく寄与したと考えられます。

『 まいこばなし 』
スパークスの日本株の情報発信レポート
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出所：世界銀行のデータよりSPARX作成

所得階層別人口の変化
（2000年→2009年）
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経済発展の段階で所得が一定水準を上回ると、特定の耐久消費財に対する需要が急速に

高まるといわれています。下図は中国における所得階層別のエアコンと自動車の普及率を示

したものですが、１日当たりの所得が４ドル（年間1,460ドル）を超えたあたりからエアコンの普

及率が、そして１日あたりの所得が１０ドル（年間3,650ドル）を超えたあたりから自動車の普

及率が急上昇している姿が確認できます。中国を含めた新興国における中間所得層の人口

と所得の増加が続く可能性は高く、このような所得増加に対する感応度の高い耐久財に対す

る需要は、今後も増加を続けると見込まれます。

このような旺盛な需要を取り込むべく、商品開発拠点を新興国に設置する日本企業も増えて

きました。新興国の中間所得層の拡大とともに、大きく成長する日本企業がこれから増えてく

ることが期待されます。

『 まいこばなし 』
スパークスの日本株の情報発信レポート
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※当コラムは執筆者の見解が含まれている場合があり、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の
見解と異なることがあります。

出所：アジア開発銀行 “Key Indicators for Asia and the Pacific 2010”
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